
蒲郡市商業団体等事業費補助金交付要綱 

 

（趣旨） 

第１条 蒲郡市商業団体等事業費補助金（以下「補助金」という。）は、中小商業及

びサービス業の振興を図るため、商業団体等が実施する事業に要する経費の一部

を予算の範囲内において交付するものとし、その交付に関しては、蒲郡市補助金

等交付規則（昭和３８年蒲郡市規則第１７号）に定めるもののほか、この要綱に

定めるところによる。 

（補助の対象） 

第２条 補助の対象となる団体は、商業・サービス業を営む中小企業者を主たる構

成員とする法人格を有する団体及びその他業界の指導的な立場にあって市長が適

当と認める団体とする。 

２ 前項に掲げる団体は、次の要件を備えるものとする。 

⑴ 営利を目的としないこと（協業組合を除く。）。 

⑵ 代表者又は役員の定めのあること。 

⑶ 定款又はこれに準ずるものが定められていること。 

⑷ 収支の経理が明確にされていること。 

（補助対象事業及び補助率） 

第３条 補助対象事業（以下「補助事業」という。）及び補助率は、別表第１及び別

表第２に掲げるもので、補助事業の実施に必要な経費のうち、補助の対象として

市長が認める経費に対して補助金を交付する。ただし、市長が特に必要と認める

場合には、この限りでない。 

２ 前項に掲げる事業において、次の各号のいずれかに該当するものは、補助の対

象としない。 

⑴ 一部少数団体員の利益となるもの 

⑵ 既に借用している施設又は他に使用されている施設を買収するもの 

⑶ 道路法（昭和２７年法律第１８０号）及び建築基準法（昭和２５年法律第２

０１号）その他関係法令に抵触するもの 

⑷ 補助対象事業費の総額が３０万円未満のもの 

⑸ 単なる修理をするもの 

⑹ 同一年度において、市の他の補助の対象となったもの 



⑺ 同一年度において、中小企業高度化資金の対象となったもの 

⑻ 市の補助又は中小企業高度化資金の対象となった施設で５年を経ないで新設

又は３年を経ないで改造しようとする施設 

（経費の流用の禁止） 

第４条 別表第１及び別表第２の「事業区分」欄に掲げる各事業の経費は、相互に

流用してはならない。 

（交付の申請） 

第５条 補助金の交付を申請しようとする団体は、次に掲げる申請書により、事業

開始前又は空き店舗活用事業にあっては１２月２５日までに、その他の事業にあ

っては６月３０日のいずれか早い期日までに市長に提出しなければならない。た

だし、申請期日については、市長が特に認める場合はこの限りでない。 

⑴ 商業団体等事業費補助金交付申請書（第１号様式） 

⑵ 街路灯等電灯料補助金交付申請書（第２号様式） 

⑶ 共同駐車場借地料補助金交付申請書（第３号様式） 

（交付の決定） 

第６条 市長は、前条の申請があったときは内容審査の上、交付を決定し、補助事

業を行う者（以下「補助事業者」という。）に対して、速やかに商業団体等事業費

補助金交付決定通知書（第４号様式）により通知しなければならない。 

（申請の取下げ） 

第７条 補助事業者は、交付の決定の通知を受けた場合において、当該通知に係る

交付決定の内容又はこれに付された条件に不服があるときは、通知を受けた日か

ら３０日以内に申請の取下げをすることができる。 

（計画変更の承認） 

第８条 補助事業者は、補助事業の内容を変更しようとする場合は、あらかじめ、

商業団体等補助事業計画変更承認申請書（第５号様式）、街路灯等電灯料補助事業

計画変更承認申請書（第６号様式）又は共同駐車場借地料補助事業計画変更承認

申請書（第７号様式）を市長に提出し、その承認を受けなければならない。ただ

し、交付決定を受けた補助金の額に変更をきたさない場合における次の各号に定

める事項については、この限りでない。 

⑴ 経費の配分の変更が、経費の能率的あるいは効率的使用に資するものであり、

かつ、補助目的の達成に支障がないと認められる場合であって、当該経費の２



０パーセント以内のもの。ただし、経費の目的を実質的に変更しない限度とす

る。 

⑵ 補助目的を損なわない事業計画の細部の変更 

２ 市長は、前項の承認をする場合において、必要に応じ交付決定の内容を変更し、

又は条件を付すことがある。 

３ 補助事業の変更申請が交付決定の以前であって、第５条に規定する交付申請後

の場合は、第１項の規定にかかわらず変更後の事業計画に基づく交付決定をもっ

て、第１項に規定する市長の承認を受けたものとみなす。 

（補助事業の中止又は廃止） 

第９条 補助事業者は、補助事業を中止し、又は廃止しようとする場合は、商業団

体等補助事業廃止（中止）承認申請書（第８号様式）、街路灯等電灯料補助事業廃

止（中止）承認申請書（第９号様式）又は共同駐車場借地料補助事業廃止（中止）

承認申請書（第１０号様式）を市長に提出し、その承認を受けなければならない。 

２ 補助事業の中止又は廃止の時期が、交付決定の以前である場合には、当該申請

書の受理をもって前項に規定する市長の承認を受けたものとみなす。 

（補助事業の遂行等の命令） 

第１０条 市長は、補助事業者が提出する報告等により、当該補助事業が補助金の

交付の決定の内容又はこれに付した条件に従って遂行されていないと認めるとき

は、補助事業者に対し、これらに従って当該補助事業を遂行すべきことを命ずる

ことができる。 

２ 市長は、補助事業者が前項の命令に違反したときは、補助事業者に対し、当該

補助事業の遂行の一時停止を命ずることができる。 

３ 市長は、前項の規定により補助事業の遂行の一時停止を命ずる場合においては、

補助事業者が当該補助金の交付の決定の内容及びこれに付した条件に適合させる

ための措置を市長の指定する期日までに執らないときは、第１６条第１項の規定

により当該補助金の交付の決定の全部又は一部を取り消す旨を、明らかにしなけ

ればならない。 

（事業遅延の報告） 

第１１条 補助事業者は、補助事業が予定期間内に完了することができないと見込

まれる場合又は補助事業の遂行が困難となった場合は、事業遅延報告書（第１１

号様式）を市長に提出して、その指示を受けなければならない。 



（代表者等の変更届） 

第１２条 補助事業者が代表者を変更したときは、直ちに代表者変更届（第１２号

様式）を市長に提出しなければならない。 

２ 補助事業者が住所を変更したときは、直ちに住所変更届（第１２号様式）を市

長に提出しなければならない。 

３ 補助事業者が組織変更した場合には、事業継承届（第１３号様式）を市長に提

出しなければならない。 

（実績報告） 

第１３条 補助事業者は、補助事業が完了したとき（補助事業の廃止の承認を受け

た場合を含む。以下同じ。）は、商業団体等補助事業実績報告書（第１４号様式）、

街路灯等電灯料補助事業実績報告書（第１５号様式）又は共同駐車場借地料補助

事業実績報告書（第１６号様式）により、補助事業の完了の日から３０日以内又

は翌年度の４月５日のいずれか早い期日までに市長に提出しなければならない。 

（補助金の額の確定） 

第１４条 市長は、実績報告があったときは、内容審査の上、交付すべき補助金の

額を確定し、商業団体等事業費補助金確定通知書（第１７号様式）により通知し

なければならない。 

（補助金の交付） 

第１５条 補助金は、補助事業者からの請求により補助事業の完了後交付する。た

だし、市長が必要と認めたときは、概算払又は前金払により交付することができ

る。 

（決定の取消及び返還） 

第１６条 市長は、補助金の交付決定を受け、又は既に補助金の交付を受けた補助

事業者が次の各号のいずれかに該当するときは、補助金の交付決定の全部若しく

は一部を取消し、商業団体等事業費補助金交付決定取消通知書（第１８号様式）

により通知するものとする。また、交付の決定を取り消した場合には、既に交付

した補助金の全部若しくは一部を返還させることができる。 

⑴ この要綱又は補助金の交付の決定に付した条件に違反したとき。 

⑵ 提出書類に虚偽の事項を記載し、又は補助金の交付に関し不正の行為があっ

たとき。 

⑶ 第１８条に規定する検査等に応じなかったとき。 



⑷ その他市長が不当と認めたとき。 

（財産の処分の制限） 

第１７条 補助事業者は、補助事業により取得し、又は効用の増加した財産のうち

不動産及びその従物、機械、重要な器具その他の重要な財産を、市長の承認を受

けないで、補助金の交付の目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸付けし、又

は担保に供してはならない。ただし、補助金の交付の目的及び当該財産の耐用年

数を勘案して次に掲げる期間を経過した場合は、この限りでない。 

⑴ 新築、改築又は増築の共同店舗及び立体駐車場 １０年 

⑵ その他の共同施設 ５年 

２ 補助事業者が、前項の規定により承認を得て財産を処分したことにより収入が

あったときは、市長はその交付した補助金の全部又は一部に相当する金額を納付

させることがある。 

３ 補助事業者は、利子補給補助の対象となった商業団体共同駐車場を補助目的以

外に使用し、譲渡し、交換し、貸付けし、又は担保（駐車場用地取得資金借入の

ために供する場合を除く。）に供させてはならない。ただし、あらかじめ市長が承

認する場合及び補助金を受けて取得したのち１０年を経過した場合はこの限りで

ない。 

４ 補助事業者は、共同駐車場借地料補助の対象となった商業団体共同駐車場を、

補助目的以外に使用させてはならない。ただし、あらかじめ市長が承認する場合

及び補助金を最初に受けた年度から３年を経過した場合はこの限りでない。 

（補助金の経理） 

第１８条 補助事業者は、補助金に係る経理についてその収支事実を明確にした帳

簿及び証拠書類を整備し、かつ、これらの書類を補助事業年度の終了後５年間保

存しなければならない。 

（検査等） 

第１９条 市長は、補助事業者に対し、補助事業に関して必要な指示をし、報告を

求め、又は検査をすることがある。 

（雑則） 

第２０条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は市長が別に定めるものとす

る。 

附 則 



 この要綱は、平成９年４月１日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、平成１４年４月１日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、平成１５年４月１日から施行する。 

附 則 

 この要綱は、平成１６年１１月１日から施行する。 

附 則 

 この要綱は、平成１７年４月１日から施行する。 

附 則 

 この要綱は、平成１８年４月１日から施行する。 

附 則 

 この要綱は、平成２０年４月１日から施行する。 

附 則 

 この要綱は、平成２２年１０月１日から施行する。 

附 則 

 この要綱は、平成２３年３月２２日から施行する。 

附 則 

 この要綱は、平成２４年４月１日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、平成２５年４月１日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、平成３０年４月１日から施行する。 

附 則 

１ この要綱は、令和３年３月１日から施行する。 

２ この要綱の施行の際、改正前の蒲郡市商業団体等事業費補助金交付要綱の規定

による第１号様式から第３号様式まで及び第５号様式から第１６号様式までの用

紙で、現に残存するものは、所要の修正を加え、なお使用することができる。 

附 則 

 この要綱は、令和３年４月１日から施行する。 

附 則 



 この要綱は、令和４年１月１日から施行する。 

附 則 

 この要綱は、令和４年３月２３日から施行する。 

附 則 

 この要綱は、令和５年４月１日から施行する。 

 



別表第１（第３条関係） 

補助対象事業及び補助率等 

事業名 事 業 区 分 補 助 対 象 と な る 経 費 補助対象団体 補助率及び対象要件 補助限度額 

共 

同 

施 

設 

事 

業 

商店街魅力アップ施設 

商店街の魅力アップを図る施設で以下に掲げる施設の整備に要する経費 
 
 

商店街振興組合 
商店街事業協同組合 
ＴＭＯ 

 補助対象経費の２０％以内（愛知県の「げんき商店街
推進事業」に採択された事業（以下「採択事業」とい
う。）については３分の２以内） 
 
 
※街路灯、アーチ、アーケードに係る経費において
は、次に掲げる補助対象限度額か補助対象経費のい
ずれか低い額の２０％以内（新設及び街路灯のＬＥＤ
化については４０％以内）。ただし、採択事業について
は次に掲げる補助対象限度額か補助対象経費のいず
れか低い額の３分の２以内とする。 
 
１ ＬＥＤ街路灯 
区分 単位 補助対象限度額 
新設 
頭部のみ 
球替え 

１基当たり 
１基当たり 
１基当たり 

140,000 円 
90,000 円 
24,000 円 

（球替えについては、水銀灯からＬＥＤ電球への切り
替え時に限る。） 
 
２ アーチ 

単位 補助対象限度額 
脚柱幅員１ｍ当たり 286,000 円 

 
３ アーケード 
型式 単位 補助対象限度額 
全蓋式 
片側式 

建築面積１㎡当たり 
建築面積１㎡当たり 

120,000 円 
86,000 円 

 

 
１団体について 
１，５００万円 

街 路 灯 
街路灯の整備に要する経費 
 
 

ア ー チ 
アーチの整備に要する経費 
 
 

ア ー ケ ー ド 
アーケードの整備、既設アーケードの塗装工事に要する経費 
 
 

カ ラ ー 舗 装 
カラー舗装の整備に要する経費 
 
 

防 犯 カ メ ラ 
防犯カメラの整備に要する経費 
 
 

モ ニ ュ メ ン ト 
彫刻、噴水、時計塔、その他商店街を象徴する施設の整備に要する経費 
 
 

遊 園 施 設 
ベンチ、テーブル、フラワーポット、花壇、灰皿、親水施設、ごみ箱の整備に要する経費 
 
 

消費者サービス等施設 

消費者サービス施設、商店街の買物情報等の情報提供施設、組合員の研修施設及び組合事務所の
整備に要する経費（土地購入費及び組合事務所単独での整備を除く。）並びに固定式放送設備及び
冷暖房設備の整備に要する経費 
 

駐 車 場 
顧客用（無料）駐車場のフェンス、塗装、照明、建物（立体駐車場）、自転車立て、自転車用屋根の整
備に要する経費（土地購入費は除く。） 
 

商店街振興組合 
事業協同組合 
ＴＭＯ 

共 同 店 舗 
共同店舗の整備に要する経費（土地購入費を除く。）及び冷暖房設備の整備に要する経費 
 
 

情 報 化 ・ 合 理 化 
推 進 設 備 

共同ＰＯＳシステム、ＯＡ機器等商業団体等の情報化・合理化を図る設備の整備に要する経費 
 
 

商店街振興組合 
事業協同組合 
事業組合 
ＴＭＯ 

エコロジー促進設備 空缶回収機、ペットボトル回収機、トレー溶融固化装置の整備に要する経費 

空き店舗 
活用事業 

コミュニティ活性化事業 

コミュニティホール等に活用するための賃借料、改装に要する経費（土地購入費を除く。） 
 
 
 

商店街振興組合 
商店街事業協同組合 
ＴＭＯ 

 コミュニティ活性化事業及びチャレンジマート事業
にあっては、改装費については、対象経費の２０％
以内、賃借料については、1/3 以内（採択事業につ
いては、改装費、賃借料ともに対象経費の３分の２
以内）とする。 
チャレンジマート事業にあっては、商業団体等が出
店者に対し改装費及び賃借料の助成を行った場合
は、助成額の１００％とする。（当分の間、モデル地
区として蒲郡商店街振興組合のみを対象とする） 
補助対象となる期間は、１店舗につき、空き店舗活
用事業の場合は 5 年以内、チャレンジマート事業の
場合は 1 年以内とする。 

商店街共創事業にあっては、改装費、賃借料、店舗

運営に係る検討会等費ともに補助対象経費の４０％以

内（採択事業については、補助対象経費の３分の２以

内）とし、補助対象となる期間は 3 年以内とする。 

１団体について 
賃借料は７５万円 

改装費は２００万円 

商業団体等が出店者
に助成をする場合、１
出店者につき賃借料
及び改装費併せて５０
万円 

チャレンジマート事業 

不足業種等の誘致のための賃借料、改装に要する経費（土地購入費を除く。） 
 
 
 

商 店 街 共 創 事 業 

インターンシップ事業 

商店街インターンシップ事業を実施するための賃借料、改装に要する経費（土地購入費を除く。）及
び店舗の運営に係る検討会等（委員会、指導、調査、先進地視察、広報普及費等）に要する経費 
 
 
 
 

１団体について 
賃借料は９０万円 
改装費は４００万円 
検討会議費は４０万円 

地域新産業発掘事業 

商店街地域新事業により作られた計画に基づき実施する事業のための賃借料、改装に要する経費
（土地購入費を除く。） 
 
 
 
 
 



事業名 事 業 区 分 補 助 対 象 と な る 経 費 補助対象団体  補助率及び対象要件 補助限度額 

 

共 
 

同 
 

事 
 

業 

人 材 育 成 事 業 

 
構成員のために行う人材養成に関する事業で、以下に揚げる事業に要する経費 
 

商店街振興組合 
事業協同組合 
商工組合（商業組合） 
協業組合 
公益法人を始めとす
る各種準拠法人 
ＴＭＯ 
商店街の連合組合 

 補助対象経費の２０％以内（採択事業については、補
助対象経費の３分の２以内） 

 
１団体について 
７５０万円 
 
ただし、ホームペ
ージ作成費につい
ては、 
１団体２０万円 

講 習 会 ・ 講 演 会 ・ 
研 修 会 ・ 研 究 会 

会場借上に要する経費（マイク使用料、装飾費等を含む。） 
講師の謝金に要する経費（旅費を含む。） 
テキスト印刷費、その他講習会等に直接必要な教材に要する経費 
茶菓代 
研修・研究の一部として行われる視察等に要する経費 
宣伝用ポスター、募集案内・案内状等宣伝用印刷物に要する経費 
研究報告書等成果物の作成に要する経費 

 
  

競 技 会 ・ 表 彰 

会場借上に要する経費（マイク使用料、装飾費等を含む。） 
審査員の謝金に要する経費（旅費を含む。） 
賞状の作成に要する経費 
楯、カップ、額縁、トロフィー等受賞者の記念品に要する経費 
宣伝用ポスター、募集案内、案内状、出品者名簿等、印刷に要する経費 

販 促 活 性 化 事 業 

販促活性化に関する事業で、以下に揚げる事業に要する経費 

展 示 会 ・ 見 本 市 

会場借上に要する経費（マイク使用料、装飾費等を含む。） 
小間設営、会場装飾、マネキン人形借上、搬入・搬出に要する経費 
宣伝用ポスター、出品者名簿、募集案内・案内状等、印刷に要する経費 
新聞・ラジオ・テレビ宣伝等広告に要する経費（企画費を含む。） 
 

 
 

調 査 ・ 情 報 提 供 

機関紙、情報紙、調査報告書、見本帳作成に要する経費（外国見本帳の購入費を含む。） 
機関紙、情報紙、調査報告書の原稿及び調査委託に要する経費 
郵送に要する経費 
通訳・翻訳に要する経費 
ホームページ作成委託に要する経費（内容更新を除く。） 

催 事 ・ 共 同 宣 伝 

地域の祭り及び共同大売出しに要する経費で、以下に揚げる経費 
共同装飾や、装飾品の搬入・搬出に要する経費 
会場借上に要する経費（マイク使用料を含む。） 
宣伝用ポスター、パンフレット等の宣伝用印刷物に要する経費 
タレント等への謝金に要する経費（旅費を含む。） 
新聞・ラジオ・テレビ宣伝等広告に要する経費 
各種イベントに係る企画、物品のリース並びに消耗品等に要する経費 

エコロジー推進事業 エ コ ロ ジ ー 促 進 

再利用可能な資源の回収に要する経費（ただし、法律等により回収が義務付けられてるものは除く。） 
資源の再利用を促進するためのポスター、ステッカー、ポイントカード等に要する経費 
省資源を促進するために消費者へ配布する反復使用に耐えうる買い物袋等の作成に要する経費 
 

産 業 保 安 事 業 
（ 保安団体に 限る ） 

産 業 保 安 

防毒衣、耐熱衣、安全靴、ゴム手袋、防爆灯、救急箱、空気呼吸器等防災器具購入に要する経費 
保安調査員への手当に要する経費（手当に限る。） 
 
 

 



別表第２（第３条関係） 

 

事業名 

（事業区分） 

対象団体 補助対象となる経費 補助対象要件 補助率及び補助限度額 

街路灯等 

電灯料 

補助事業 

商業、サービス業を営む中小企業

者を主たる構成員とする団体で要綱

第２条第２項各号の要件を備えるも

の 

第５条に規定する交付申請を行う

年度の前年度の１月分から１２月分

までの街路灯等の電灯料で、その支

払いが団体の経理を通じて処理され

ている電灯料とする。 

団体が設置した街路灯等で維持管理するもの。 １ ＬＥＤのものは、年間支払電灯料の７０％

以内。 

２ 水銀灯のものは、補助対象期間に応じ次の

各号に掲げるとおりとする。 

⑴ 令和４年１月から令和４年１２月までは

年間支払電灯料の５０％以内。 

⑵ 令和５年１月から令和５年１２月までは

年間支払電灯料の２０％以内。 

⑶ 令和６年１月以降は補助対象外とする。 

共同駐車場 

借地料 

補助事業 

次の各号のいずれかに該当する団体 

１ 商店街振興組合 

２ 商店街を地区とし、その地区内

の中小小売商業、サービス業者の

原則として２分の１以上、かつ１

０人以上で構成された事業協同組

合 

３ 原則として１０人以上の中小小

売商業、サービス業者で構成され

た共同店舗の事業協同組合 

４ 前年度において、当該借地料補

助を受けた団体 

４月１日から翌年３月３１日まで

に支払う共同駐車場及び自転車駐車

場の借地料又は賃借料とする。 

団体が、借地により４月１日から

翌年３月３１日までに設置し、かつ、

駐車場として整備利用されるもの及

び駐車場として既に整備され、借地

契約期間が３年以上のもので右欄の

１～４の要件を備えるもの。 

ただし、当該借地共同駐車場につ

いて共同施設補助を受ける場合は、

５年以上とする。 

また、団体が駐車場の一部を賃借

し、４月１日から翌年３月３１日ま

でに利用し、賃借契約期間が３年以

上で右欄の１～３の要件を備えるも

の。 

１ 主として顧客が無料

で利用するもの 

２ 自動車駐車台数５台

以上の駐車場 

３ 当該駐車場入口にそ

の利用方法等を明確に

表示するもの 

４ 当該団体が維持及び

運営管理するもの 

１ 補助対象となる期間が１年目から５年目の

ものについては、年間支払借地料の４０％以

内で、７０万円を限度とする。 

２ 補助対象となる期間が６年目以降のものに

ついては、年間支払借地料の２０％以内で、

３５万円を限度とする。 

 



第１号様式（第５条関係） 

     年度商業団体等事業費補助金交付申請書 

     年   月   日 

蒲 郡 市 長  様 

所 在 地 

団 体 名 

代表者職氏名                  

 

    年度において、下記事業を実施するについて、商業団体等事業費補助金の交付を受けたいので、要綱第５条により申請します。 

 

記 

１ 補助金交付申請額  金       千円 

２ 補助金を受けて実施しようとする施設又は事業 

施設又は事業の名称 数     量 単     価 金     額 備     考 

  
円 

 

円 

 

 

  
   

     

     

計 
    

 

３ 消費税及び地方消費税の課税方法（免税事業者・簡易課税事業者・課税事業者） 

事務担当者名 

連 絡 電 話      局       番 

（添付書類） 

（１） 事業計画書（第１９号様式、第２０号様式、第２１号様式） 

（２） 収支予算書（第２２号様式） 

（３） 役 員 名 簿（役員の職氏名、住所、屋号及び電話番号を記入したもの。） 

（４） 団体の概要（第２３号様式） 

（５） 任意団体にあっては規約、会則等 

なお、前年度から継続して申請を行っている団体にあっては、内容に変更がない場合に限り、規約、会則等を省略することができる

が、その場合には前回提出年度を明示すること。 

前 回 提 出 年 度 年度 

（６） 空き店舗の改装工事及び共同施設事業にあっては以下の書類 

ア 見積書（写） 

イ 図面、配置図、工事前の写真及びカタログ（もしくは仕様書及び図面）のうち、該当するもの。 

ウ 建物、アーケード及びアーチ（４ｍを超えるもの）等にあって必要とされる場合はその建築確認通知書（写）。ただし、申請時に

建築確認通知書がない場合には、通知がされ次第、速やかに提出すること。 

エ 街路灯、アーチ及びアーケード等については道路占用許可証（写）。ただし、申請時に道路占用許可がなされていない場合には、

許可がされ次第、速やかに提出すること。 

オ 私有地を利用する場合で必要な場合は地主承諾書（写）、借家を利用する場合で必要な場合は家主承諾書（写）。 

 

（記載上の注意） 

１ 申請者の所在地、団体名欄の記入について 

所在地は独立の事務所を持っているときは、その番地を、その他は番地及び会長宅内、又は○○市役所内等記入のこと。 

２ 補助金交付申請額の記入について 

  補助金交付申請額は補助の対象となる経費の事業区分ごとに補助率を乗じた額以下であり、かつ、1,000 円未満の金額は切り捨てること。 

３ 施設又は事業の名称について 

（１）共同施設については、商店街魅力アップ施設、共同店舗等と記入のこと。 

（２）共同事業については、販促活性化事業、人材養成事業等と記入のこと。 



第２号様式（第５条関係） 

 

     年度街路灯等電灯料補助金交付申請書 

 

   年   月   日 

 

蒲 郡 市 長  様 

所 在 地                  

団 体 名 

代表者職氏名                

事務担当者名 

連 絡 電 話        局       番 

 

  年度において街路灯等電灯料補助金の交付を受けたいので、要綱第５条により関係書類を添えて申請します。 

 

記 

 

補助金交付申請額   金          千円 

 

（添付書類） 

１ 補助予定一覧表（第２４号様式） 

 ２ 当該事業に関する収支予算書 

 ３ 役員名簿 

 ４ 定款又は規約等 

 ５ 街路灯配置図 



第３号様式（第５条関係） 

    年 度 共 同 駐 車 場  

借 地 料 補 助 金 交 付 申 請 書 

 

   年   月   日 

 

蒲 郡 市 長  様 

 

所 在 地               

団 体 名 

代表者職氏名               

事務担当者名 

連 絡 電 話     局       番 

 

   年度において、共同駐車場借地料補助金の交付を受けたいので、要綱第５条に

より関係書類を添えて申請します。 

 

記 

 

補助金交付申請額    金          千円 

 

 

（添付書類） 

１ 補助予定一覧表（第２５号様式） 

２ 共同駐車場設置事業計画一覧表（第２６号様式） 

３ 借地（賃借）契約書の写 

４ 駐車場管理運営規定 

５ 当該補助事業に関する収支予算書 

 



第４号様式（第６条関係） 

 

 

商業団体等事業費補助金交付決定通知書 

 

蒲  第   号 

 

住所   

 

氏名   

 

 

  年  月  日付けで申請のありました商業団体等事業費補助金について、下

記のとおり交付します。 

 

 

  年  月  日 

 

蒲郡市長          □印  

 

記 

 

 

交付決定額                    円 

 

交付の条件 

1 補助事業の内容を変更するときは、市長の承認を受けること。 

2 補助事業を中止、又は廃止する場合は、市長の承認を受けること。 

3 補助金を補助事業以外の目的、用途に使用しないこと。 

4 補助事業が予定の期間内に完了しない場合又は補助事業の遂行が困難となった場合に

は、速やかに市長に報告してその指示を受けること。 



第５号様式（第８条関係） 

     年度商業団体等補助事業計画変更承認申請書 

     年   月   日 

蒲 郡 市 長  様 

所 在 地  

団 体 名  

代表者職氏名                 

 

  年  月  日付け{               }ました    年度商業団体等補助事業を下記のとおり変更したいので、要綱第８条により申請します。 

 

記 

１ 変更後の補助金交付申請額  金     千円 

２ 変更しようとする施設又は事業名 

施設又は事業の名称 数     量 単     価 金     額 備     考 

 

 

 円 

 

円  

     

計 
    

３ 変更の理由（具体的に記入のこと） 

 

 

（添付書類） 

（１）計画変更に伴う事業計画書（第２７号様式、第２８号様式、第２９号様式） 

（２）   〃   収支予算書（第３０号様式） 

（３）空き店舗の改装工事及び共同施設事業にあっては以下の書類 

 ア 見積書（写） 

 イ 図面、配置図、工事前の写真及びカタログ（もしくは仕様書及び図面）のうち、該当するもの。 

ウ 建物、アーケード及びアーチ（４ｍを超えるもの）等にあって必要とされる場合はその建築確認通知書（写）。ただし、申請時に建築確認通知書がない場合には、

通知がされ次第、速やかに提出すること。 

エ 街路灯、アーチ及びアーケード等については道路占用許可証（写）。ただし、申請時に道路占用許可がなされていない場合は、許可がされ次第、速やかに提出す

ること。 

オ 私有地を利用する場合で必要な場合は地主承諾書（写）、借家を利用する場合で必要な場合は家主承諾書（写）。 

事務担当者名 

連 絡 電 話       局         番 

で  交  付  申  請  し 

蒲 第  号で交付決定のあり 



第６号様式（第８条関係） 

   年 度 街 路 灯 等 電 灯 料 

補助事業計画変更承認申請書 

 

   年   月   日 

 

蒲 郡 市 長  様 

所 在 地               

団 体 名 

代表者職氏名               

事務担当者名 

連 絡 電 話     局       番 

 

  年  月  日付け蒲  第  号で交付決定のありました    年度街路

灯等電灯料補助事業を下記のとおり変更したいので要綱第８条により申請します。 

 

 

記 

 

１  変更後の補助金交付申請額    金          千円 

２  変更の理由（具体的に記入のこと。） 

 

 

３  変更後の補助予定一覧表（変更する団体について新旧対比して記載すること。） 

 



第７号様式（第８条関係） 

   年 度 共 同 駐 車 場 借 地 料 

補 助 事 業 計 画 変 更 承 認 申 請 書 

 

   年   月   日 

 

蒲 郡 市 長  様 

所 在 地               

団 体 名 

代表者職氏名              

事務担当者名 

連 絡 電 話     局       番 

 

  年  月  日付け蒲  第  号で交付決定のありました    年度共同

駐車場借地料補助事業を下記のとおり変更したいので要綱第８条により申請します。 

 

 

記 

 

１ 変更後の補助金交付申請額    金          千円 

２ 変更の理由（具体的に記入のこと。） 

 

 

３ 変更後の補助予定一覧表（変更する団体について新旧対比して記載すること。） 

４ 共同駐車場設置事業計画一覧表（変更する団体について新旧対比して記載すること。） 

 



第８号様式（第９条関係） 

     年度商業団体等補助事業廃止（中止）承認申請書 

 

     年   月   日 

蒲 郡 市 長  様 

所 在 地 

団 体 名 

代表者職氏名                  

 

  年  月  日付け蒲 第  号で交付決定のありました    年度商業団体等補助事業を下記により廃止（中止）したいので要綱第９

条により申請します。 

 

記 

 

１ 廃止（中止）しようとする施設又は事業名 

２ 廃止（中止）する理由（具体的に記入のこと） 

 

３ その他必要な事項 

 

事務担当者名 

連 絡 電 話     局        番 



第９号様式（第９条関係） 

  年 度 街 路 灯 等 電 灯 料 

補 助 事 業 廃 止 ( 中 止 ) 承 認 申 請 書 

 

   年   月   日 

 

蒲 郡 市 長  様 

所 在 地 

団 体 名 

代表者職氏名               

事務担当者名 

連 絡 電 話    局     番 

 

  年  月  日付け蒲  第  号で交付決定のありました    年度街路灯等電

灯料補助事業を下記により廃止（中止）したいので要綱第９条により申請します。 

 

 

記 

 

１ 廃止（中止）する理由 

 

 

２ その他必要な事項 

 

 

 



第１０号様式（第９条関係） 

  年 度 共 同 駐 車 場 借 地 料 

補 助 事 業 廃 止 （ 中 止 ） 承 認 申 請 書 

 

   年   月   日 

 

蒲 郡 市 長  様 

所 在 地               

団 体 名 

代表者職氏名              

事務担当者名 

連 絡 電 話     局       番 

 

  年  月  日付け蒲  第  号で交付決定のありました    年度共同

駐車場借地料補助事業を下記により廃止（中止）したいので要綱第９条により申請します。 

 

 

記 

 

１ 廃止（中止）する理由 

 

 

２ その他必要な事項 

 

 

 



第１１号様式（第１１条関係） 

     年度商業団体等補助事業遅延報告書 

 

   年   月   日 

蒲 郡 市 長  様 

所 在 地 

団 体 名 

代表者職氏名                  

 

  年  月  日付け蒲 第  号で交付決定のありました    年度商業団体等補助事業の実施時期が、下記のとおり遅延しますので要

綱第１１条により報告します。 

記 

 

１ 補助事業名 

２ 遅延する理由 

３ 遅延後の実施予定時期 

   着工（又は開始）         年   月   日 

   完了               年   月   日 

 

事務担当者名 

連 絡 電 話     局        番 



第１２号様式（第１２条関係） 

代 表 者 （ 住 所 ） 変 更 届 

 

   年   月   日 

蒲 郡 市 長  様 

所 在 地 

団 体 名 

代表者職氏名                  

 

 このたび下記のとおり代表者（住所）を変更しましたので要綱第１２条によりお届けします。 

 

記 

 

１ 変 更 年 月 日               年   月   日 

２ 新代表者職氏名（新住所） 

  旧代表者職氏名（旧住所） 

３ 変 更 の 理 由 

事務担当者名 

連 絡 電 話     局        番 



第１３号様式（第１２条関係） 

     年度商業団体等補助事業継承届 

 

   年   月   日 

蒲 郡 市 長  様 

（新団体）所在地 

団体名 

代表者職氏名                  

 

  年  月  日付けで    年度商業団体事業費補助金交付申請をいたしましたが、下記のとおり組織変更し補助事業を継承いたし

ましたので要綱第１２条によりお届けします。 

記 

１ 旧団体名 

２ 新団体の概要 

団 体 名  連 絡 電 話  

所 在 地  地 区 の 範 囲  

代表者職氏名  団 体 員 数    名（商業  名、サービス業  名、その他  名） 

事務担当者名  設 立 年 月 日  

 

 

事務担当者名 

連絡電話      局        番 



３ 継承施設 

施    設    名 構  造  型  式 数   量 設置（予定）年月日 備      考 

（１）  （ 施  設  名 ）     

（２）  （ 施  設  名 ）     

 

４ 継承事業 

施    設    名 事業期間（又は実施（予定）年月日） 実 施 場 所 備      考 

（１）  （ 事  業  名 ）    

（２）  （ 事  業  名 ）    

 

（添付書類） 

１ 新団体の登記簿謄本 

２ 新団体の役員名簿（役員の職氏名、住所、屋号及び電話番号を記入したもの。） 



第１４号様式（第１３条関係） 

     年度商業団体等補助事業実績報告書 

   年   月   日 

蒲 郡 市 長 様 

所在地 

団体名 

代表者職氏名                 

 

  年  月  日付け蒲 第  号で交付決定のありました    年度商業団体等補助事業を完了したので要綱第１３条により関係書類

を添えて報告します。 

記 

１ 補助金交付決定額      金         千円 

２ 補助金交付の対象となった施設又は事業 

施設又は事業の名称 数     量 単     価 金     額 備     考 

 

 

 円 

 

円  

     

計     

（添付書類）（１）補助事業実績書（第３１号様式、第３２号様式、第３３号様式） 

（２）収支精算書（第３４号様式） 

（３）共同施設事業及び空き店舗活用事業にあっては補助対象となった経費の支払領収書（写） 

（４）共同施設事業及び空き店舗活用事業にあっては契約書(写)及びその設置後の写真 

（記載上の注意）支払領収書（写）は補助対象科目の精算額全部とする。 

事務担当者名 

連絡電話       局        番 



第１５号様式（第１３条関係） 

  年 度 街 路 灯 等 電 灯 料 

補 助 事 業 実 績 報 告 書 

 

   年   月   日 

 

蒲 郡 市 長  様 

所 在 地               

団 体 名 

代表者職氏名               

事務担当者名 

連 絡 電 話     局       番 

 

  年  月  日付け蒲 第  号で交付決定のありました    年度街路灯等電灯

補助事業を完了したので、要綱第１３条により報告します。 

 

 

（添付書類） 

１ 補助金交付一覧表（第３５号様式） 

２ 補助事業に関する収支決算見込書 

３ 当該年度において団体の支払った電灯料の領収書の写 

 



第１６号様式（第１３条関係） 

  年 度 共 同 駐 車 場 借 地 料 

補 助 事 業 実 績 報 告 書 

 

   年   月   日 

 

蒲 郡 市 長  様 

所 在 地               

団 体 名 

代表者職氏名               

事務担当者名 

連 絡 電 話     局       番 

 

 

  年  月  日付け蒲 第  号で交付決定のありました    年度共同駐車場借

地料補助事業を完了したので、要綱第１３条により報告します。 

 

 

（添付書類） 

１ 補助金交付一覧表（第３６号様式） 

２ 共同駐車場設置事業実績一覧表（第３７号様式） 

３ 共同駐車場の設置後の写真 

４ 当該補諸事業に関する収支決算見込書 

５ 共同駐車場借地料の支払領収書 

 



第１７号様式（第１４条関係） 

 

 

商業団体等事業費補助金確定通知書 

 

蒲  第   号 

 

住所   

 

氏名          

 

 

       年  月  日付けで実績報告のあった商業団体等事業費補助金については、

下記のとおり補助金の額を確定します。 

 

 

年  月  日   

 

蒲郡市長          □印  

 

 

 

記 

 

 

補助金の確定額              円 

 



第１８号様式（第１６条関係） 

 

 

商業団体等事業費補助金交付決定取消通知書 

 

蒲  第   号 

 

住所   

 

氏名   

 

 

  年  月  日付けで蒲  第    号の商業団体等事業費補助金に係る

交付決定については、下記のとおり取り消します。 

 

 

  年  月  日 

 

蒲郡市長          □印  

 

記 

 

１ 取消しの理由 

 

 

 

 

 

２ 取消しの内容 



第１９号様式（第５条関係） 

 

 

                         事 業 計 画 書                                         

                                  （共同施設事業、空き店舗活用事業） 

 
 

    施 設 名 

   

(1) 工事期間 

  

 

 

  (2) 設置場所 

 

 

(3) 契約（予定）年月日  

 

(4) 工事許可年月日  

 

  (5) 施設の必要性 

 

 

 

 

 
 

 

                          

   

着 工（予定）         年  月  日 

   

完 了（予定）         年  月  日 

 

 

 

 

       年   月   日 

 

       年   月   日 

 

 

 

 

 

 

 
 

 



第２０号様式（第５条関係） 

                         事 業 計 画 書                                         

                                                          （共同事業） 

 
 

   

事  業  名 

 

（１） 実施（予定）年月日  

  

（２） 実施（予定）場所 

 

（３） 実施の具体的内容  

 

 

（４） 事業効果等 

 
 

 

  

                                  

   

    年    月    日から       年    月    日まで 

  

 
 

 

   

事  業  名 

 

（１） 実施（予定）年月日  

  

（２） 実施（予定）場所 

 

（３） 実施の具体的内容  

 

 

（４） 事業効果等 

 

 

  

                                  

   

    年    月    日から       年    月    日まで 

  

 
 

 



第２１号様式（第５条関係） 

 

 

                         事 業 計 画 書                                         

                                           （空き店舗活用事業） 

 
 

事  業  名 

   

(1) 賃貸契約年月日 

  

(2) 賃 貸 場 所 

 

(3) 賃 貸 面 積  

 

(4) 賃貸契約の相手方  

 

(5) 賃 借 期 間 

 

(6) 使 用 用 途 

 

(7) 事業の必要性 

 

 

 
 

 

  

   

（予定）         年  月  日 

   

 

 

 

 

    

 
  年  月  日から    年  月  日 

 
 

 

 

 

 
 

 （記載上の注意） 

  空き店舗活用施設ごとに別々に作成のこと。 

 



第２２号様式（第５条関係） 

 

                     収 支 予 算 書                                         

収 入 の 部 

 
 

   収  入  科  目 
 

 

予   算   額   
 

 

積  算  の  基  礎   
 

 

 自 己 資 金 

会 費 

臨 時 会 費 

負 担 金  

積 立 金  

そ の 他  

 

 補 助 金 

県 費 補 助 金  

市 費 補 助 金  

そ の 他 補 助 金 

 

 借 入 金 

 

 寄 付 金 

 

 その他の収入金 

広 告 料 収 入  

事 業 収 入  

雑 収 入 
 

 

円  

     （           ） 

     （           ） 

     （           ） 

     （           ） 

     （           ） 

 

 

     （           ） 

     （           ） 

     （           ） 

 

  

 

 

 

 

     （           ） 

     （           ） 

     （           ） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

計   
  



支 出 の 部 

 
 

   支  出  科  目 
 

 

予   算   額   
 

 

積  算  の  基  礎   
 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

円

  

  

  

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

計   
 

 

 
 

 

 
 

   （記載上の注意） 

    １ 収支予算書は、共同施設の場合と共同事業の場合と空き店舗活用事業の場合と別々に作成すること。 

    ２ 特に積算の基礎は科目ごとに具体的に記入すること。 



第２３号様式（第５条関係） 

 

                   団 体 の 概 要                                                     

 

１ 設 立 年 月 日                            年   月   日 

２ 団 体 の 地 区                   

３ 団 体 員 の 数                            名（商業   名、サービス業   名、その他   名） 

４ 現 有 施 設                       次表のとおり 

 

 
 

  

施設名  

  
 

 

  

構造・型式  

  
 

 

  

数    量  

  
 

 

  

設置年月日  

  
 

過去における貸付金 

又 は 補 助 金 額 

 

 

備       考   
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

   （記載上の注意） 

     申請時の状況について記入のこと。 

 



    第２４号様式（第５条関係） 

                        補 助 予 定 一 覧 表                                                       

                                                          

（１） 街 路 灯 
 

 

種  類 
 

 

ワ ッ ト 数 
 

 

基     数 
 

 

年 間 支 払 

予 定 電 灯 料 
 

 

申   請   額 

 

前 年 度 実 績 
 

備   考 

 

Ｗ 基 円 円 円  

                       
 

 

     
 

 

 

 

      

 

 

      

 

 

合    計 基 円 円 円   

 

（２） ア ー チ                               （３） アーケード 

 
 基  数 

年 間 支 払 

予定電灯料 
申 請 額 前年度実績 備 考 

  
 面  積 

年 間 支 払 

予定電灯料 
申 請 額 前年度実績 備 考 

 

  基 円 円 円   ㎡ 円 円 円   

 
    

 

合計 
 

基 円 円  円 
 

 

合計 
 

㎡ 円 円 円  

   （記載上の注意） 

 １ 街路灯は区分されたワット容量ごとにまとめてその小計を記入すること。 

 ２ 年間支払電灯料は本年度の支払予定額を記入すること。 

 ３ 申請額は千円未満切捨てとし、ワット容量が複数ある場合はその合計の申請額を千円未満切捨てとすること。 

 ４ 前年度の年間支払電灯料について、年度途中に設置されたものは実績月平均の１２ヶ月分とすること。 



第２５号様式（第５条関係） 

 

                       補 助 予 定 一 覧 表                                                      

 

 

 

地 区 
地区内の中小商業 

サービス業者の数 
組合員数 

年 間 支 払 

予定借地料 
左の  ％ 補助申請額 備        考 

 

  

 

 

 

 

名

 

名 円 円 円 

 （記載上の注意） 

  「備考」には借地（賃借）契約締結日、借地料（賃借料）の算定基準等参考事項を記入すること。 

 

 

 

 

 



第２６号様式（第５条関係） 

 

 

                借 地 共 同 駐 車 場 設 置 事 業 計 画 一 覧 表                                                                      

 

                                              

 

設置場所 工事期間 

 

賃借（借地） 

（予定）年月日 

 

借地（賃借） 

面積 
収容台数 

 

構造及び 

附属設備 

 

借地（賃借） 

契約の相手方 
借地（賃借）期間 備   考 

 

  

 
 

 

  

 
 

 

  

 
 

 

台

 

 (記載上の注意) 

  １ 「設置場所」については、附近の見取図及び駐車場の図面を添付すること。 

  ２ 「借地（賃借）契約の相手方」が複数あるときはすべて記入すること。 

  ３ 「備考」には契約更新の有無等、参考事項を記入すること。 

 



第２７号様式（第８条関係） 

 

                  計 画 変 更 に 伴 う 事 業 計 画 書                                                    

                                                  （共 同 事 業） 

 

区     分 当   初   計   画 計   画   変   更 

 

 １ 事業名 

 

(1) 実施（予定）年月日  

 

(2) 実施（予定）場所  

 

(3) 実施の具体的内容  

 

 

 

 

(4) その他 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



第２８号様式（第８条関係） 

                 計 画 変 更 に 伴 う 事 業 計 画 書                                                    

 

                             （空き店舗活用事業） 

 
 

区    分 
 

 

当  初  計  画 
 

 

計  画  変  更 
 

事 業 名  

 

（１）賃 借 契 約 年 月 日  

 

（２）賃 借 場 所 

 

（３）賃 借 面 積 

 

（４）賃 借 契 約 の 相 手 方 

 

（５）賃 借 期 間 

 

（６）使 用 用 途 

 

（７）事 業 の 必 要 性 

 

（８）変 更 の 理 由 

 

 
 

 



第２９号様式（第８条関係） 

                 計 画 変 更 に 伴 う 事 業 計 画 書                                                    

 

                             （共同施設事業、空き店舗活用事業） 

 
 

区    分 
 

 

当  初  計  画 
 

 

計  画  変  更 
 

 

 １ 施設名 

  (1)工 事 期 間 

 

(2)設 置 場 所  

 

(3)契約（予定）年日  

(4)工事許可年月日 

(5)施 設 の 内 容  

(6)施 設 の 必 要 性  

 

 

着工（予定）     年  月  日  

完了（予定）     年  月  日  

 

   

   年   月   日 

   年   月   日 

 

 

 

着工（予定）     年  月  日  

完了（予定）     年  月  日  

 

 

       年   月   日 

       年   月   日 

 
 

 

１ 施設名 

  (1)工 事 期 間 

 

(2)設 置 場 所  

 

(3)契約（予定）年日  

(4)工事許可年月日 

(5)施 設 の 内 容  

(6)施 設 の 必 要 性 

 

 

 

着工（予定）     年  月  日  

完了（予定）     年  月  日  

 

   

 

   年   月   日 

   年   月   日 

 

 

 

 

着工（予定）     年  月  日  

完了（予定）     年  月  日  

 

 

   

   年   月   日 

   年   月   日 

 

 

 



第３０号様式（第８条関係） 

 

                  計 画 変 更 に 伴 う 収 支 予 算 書                                                  

 

 収 入 の 部 
 

収  入  科  目 

 

当  初  計  画 
 

予 算 額 （旧） 

計     画     変     更 

 

予 算 額 （新） 
 

積 算 の 基 礎 

 

 自  己  資  金 

会 費  

臨 時 会 費  

負 担 金  

積 立 金  

そ の 他  

 補 助 金 

県 費 補 助 金  

市 費 補 助 金  

その他補助金 

 

 借 入 金 

 寄 付 金 

 その他の収入金 

広 告 料 収 入  

事 業 収 入  

雑 収 入 
 

 

円

（        ）

（        ）

（        ）

（        ）

（        ）

（        ）

（        ）

（        ）

（        ）

（        ）

（        ）

 円 

（        ）

（        ）

（        ）

（        ）

（        ）

（        ）

（        ）

（        ）

（        ）

（        ）

（        ）

計  
 

 

 
 

 

 
 

 

 
 

 

 

 

 



 支 出 の 部 
 

支  出  科  目 
当  初  計  画 計   画   変   更 

予 算 額 （旧） 予 算 額（新） 積 算 の 基 礎 

 

  

 

円 円

計  
 

 

 
 

 

 
 

 

 
 

 



第３１号様式（第１３条関係） 

 

                  補 助 事 業 実 績 書                                                

 

                             （共同施設事業、空き店舗活用事業） 

 
 

    区分 
 

 

説                  明  
 

 

 １ 施設名 

 

  （1） 契約年月日 

 

    (2) 着工年月日 

 

   (3) 完成年月日 

 

   (4) 設置場所 

 

   (5) 工事等許可年月日 

 

   (6) 施設の内容 

 

 

 

 
 

 

                  

 

       年   月   日 

 

       年   月   日 

 

       年   月   日 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 



（１） 賃 借 契 約 年 月 日

（２） 賃 借 場 所

（３） 賃 借 面 積

（４） 賃 借 契 約 の 相 手 方

（５） 賃 借 期 間

（６） 使 用 用 途

（７）事 業 実 施 後 の 効 果

年 月 日 か ら 年 月 日 ま で

　第３２号様式（第１３条関係）

補　　助　　事　　業　　実　　績　　報　　告　　書

　　　（空き店舗活用事業）

 事　　　業　　　名

  　　　　年　　　　月　　　　日



第３３号様式（第１３条関係） 

                  補 助 事 業 実 績 書                                                

                                                  （共 同 事 業） 

 

区      分 説                  明 
 

 １ 事  業  名 

 

 

  (1) 実 施 年 月 日 

 

  (2) 実 施 場 所 

 

  (3) 実施の具体的内容 

 

  (4) そ の 他 

 

 

 

 

 

                                  

 

 

 ２ 事  業  名 

 

 

  (1) 実 施 年 月 日 

 

  (2) 実 施 場 所 

 

  (3) 実施の具体的内容 

 

  (4) そ の 他 

 

 

 

 

                                  

 

 

 



第３４号様式（第１３条関係） 

収   支   精   算   書 

 

収 入 の 部 

収  入  科  目 予   算   額 精   算   額 説 明 及 び 精 算 の 基 礎 

自 己 資 金 

会 費 

臨 時 会 費 

負 担 金  

積 立 金  

そ の 他  

 補 助 金 

県 費 補 助 金 

市 費 補 助 金 

そ の 他 補 助 金 

 借 入 金 

 寄 付 金 

 その他の収入金 

広 告 料 収 入 

事 業 収 入 

雑 収 入 

円  

（       ） 

（       ） 

（       ） 

（       ） 

（       ） 

 

（       ） 

（       ） 

（       ） 

 

 

 

（       ） 

（       ） 

（       ） 

円  

（       ） 

（       ） 

（       ） 

（       ） 

（       ） 

 

（       ） 

（       ） 

（       ） 

 

 

 

（       ） 

（       ） 

（       ） 

 

 

 

 

 

計 

   



支 出 の 部 

支  出  科  目 予 算 額 補 助 対 象 額 精 算 額 説明及び精算の基礎 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

円 円 円  

計 

    

（記載上の注意） 

１ 収支精算書は、共同施設の場合と共同事業の場合と別々に作成すること。 

２ 特に精算の基礎は科目ごとに具体的に記入すること。 



第３５号様式（第１３条関係） 

補 助 金 交 付 一 覧 表                                                      

                                                 
           

（１） 街  路  灯             
 

種   類 ワット数 年間支払電灯料 基    数 備     考 

 
Ｗ 円 基  

 
Ｗ 円 基  

 
Ｗ 円 基  

 
Ｗ 円 基  

合  計 
円 基  

 

（２） ア  ー  チ             
 

 年間支払電灯料 基    数 備        考 

 円 基  

 円 基  

合  計 
円 基  

 

（３） ア ー ケ ー ド             
 

 年間支払電灯料 面    積 備        考 

 円 

（    ）㎡

 

 円 

（    ）㎡

 

合  計 
円 

（    ）㎡

 

（記載上の注意） 

１ 年間支払電灯料は本年度の実績を記入のこと。 

２ 算定額はそれぞれの算定基準額を乗じて得た額とする。 

３ 街路灯は区分されたワット容量ごとにまとめてその小計を記入のこと。 

４ アーケードの面積の欄の上段に設置面積を記入し、下段(  )内に１０㎡未満切り捨ての面積

（算定基準面積）を記入のこと。 



第３６号様式（第１３条関係） 

 

                       補 助 金 交 付 一 覧 表                                              

 

 

                                      

地  区 
地区内の中小商業 

サービス業者の数 
組 合 員 数 

年 間 支 払 

借 地 料 

（賃借料） 

  左の  ％ 
補助金 

交付決定額 
備  考 

 

  
 
 

 名

 

名 円

  

円 円

 （記載上の注意） 

  「備考」には借地（賃借）契約、締結日、借地料（賃借料）の算定基準等参考事項を記入すること。 

 



第３７号様式（第１３条関係） 

 

 

                      共 同 駐 車 場 設 置 事 業 実 績 一 覧 表 

 

                                               

 

設置場所 
 

工事期間 
 

借地（賃借） 

年 月 日 

借地（賃借） 

面積 
収容台数 

構造及び 

附属設備 

借地（賃借） 

契約の相手方 

借地（賃借） 

期間 
備  考 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 

 

㎡ 台

   ( 記載上の注意 ) 

  １ 「設置場所」については、附近の見取図及び駐車場の図面を添付のこと。 

  ２ 「借地（賃借）契約の相手方」が複数あるときはすべて記入すること。 

  ３ 「備考」には契約更新の有無等、参考事項を記入のこと。 

 


